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研究成果の概要： 
 持続可能な経済づくりを目指す取り組みを行う人々に対して、個別にヒアリング調査を
おこない、結果をとりまとめた。研究過程で、持続可能なライフスタイルを送る人々や、
持続可能な産業に従事する人々の動機と現在の経済活動に焦点を絞って調査を行った。 
 国内で持続可能な活動をおこなう人々に対して、ヒアリング調査とアンケート調査を実
施したほか、メキシコで持続可能なコミュニティづくりにとりくむトセパン共同組合に対
して現地調査をおこなった。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 1,000,000 0 1,000,000 

2007年度 1,500,000 0 1,500,000 

2008年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度    

  年度    

総 計 3,400,000 270,000 3,670,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
キーワード：生活の質、コンジョイント分析、アンケート調査 
 
１．研究開始当初の背景 
 生活の質を重視するグループの存在が近
年認められ、その社会的影響が認められてい
る。従来、経済学では標準的な人間（合理人）
は効用最大化行動をとると仮定しており、そ
の効用は、一般的には所得または消費ではか
られる。この背景には、所得などの貨幣尺度
が非常に利用しやすかったという事情があ
ったと考えられる。しかし、カルチャークリ
エイティブの行動原理を考えるなかで、所得
などの金銭的尺度ではなく、「何を買うのか」
あるいは、「なにをするのか」という質的な

評価が人々の行動に影響を与える可能性が
示唆されはじめた。 
 このようなグループの行動は、環境問題解
決の推進役となる可能性もあるものの、現在
は単なるマーケティング上の分類（特に
LOHAS）と捉えられている可能性がある。 
 文化創造者の行動原理の研究と平行して、
「幸福の経済学」も台頭し始めている。人々
は何をどの程度幸福と感じるのかという観
点から、効用を分析するアプローチであり、
近年では、心理学との複合領域での研究も進
んでいる。 
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 本研究では、このような人々の行動原理を
理論的に明らかにするために役立つよう、で
きるだけ現場の人々の生の情報を収集する
ことを目指した。 
 
２．研究の目的 
 日本では文化創造者の研究はそれほど進
んでおらず、その消費側面を反映した
LOHAS が注目され、ブームとなっている感
がある。しかし、文化創造者の中には、消費
行動よりも持続可能性を重視し、積極的な消
費行動を慎むグループや都市的な消費生活
ではなく、収入は減るが農業をベースとした
暮らしを志向するグループ（Downshifter）
も存在することが知られており、研究が進め
られている。本研究ではこれら文化創造者と
クリエイティブクラスの相互関係も含めて、
その経済的影響を明らかにする。 
 研究は、一次資料の収集を重視し、ヒアリ
ング・現地調査を中心に行う。これらの情報
をもとに、グループ別の行動原理を明らかに
することが目的であった。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、生活の質を重視するグループ
に注目して、（１）概念的な研究（２）グル
ープ相互の関係、（３）社会における影響の
分析、（４）持続可能な社会作りへの影響を
明らかにする。 
 （１）は、貨幣評価中心の効用最大化では
なく、それ以外の活動から効用を得ている可
能性を明らかにし、その経済学的なインプリ
ケーションを導くための検討を行った。 
 （２）については、先進的な人々に対する
ヒアリング調査と文献調査をおこなった。 
 特に、地域で環境活動をする若者を中心に、
現場を訪問しながら、話を聞いた。 
 （３）では、環境団体に対するアンケート
調査をおこない、環境への関心と実際の行動
の関係を分析した。 
 また、海外にも着目し、メキシコで現地調
査をおこなった。 
 （４）では、古紙の持ち去り問題を題材に
とり、法的規制により、リサイクルに携わる
人々の行動がどう変化するのかという点に
着目して、研究を行った。 
 
４．研究成果 
 持続可能な経済づくりを目指す取り組み
を行う人々に対して、個別にヒアリング調査
をおこない、結果をとりまとめた。研究過程
で、持続可能なライフスタイルを送る人々や、
持続可能な産業に従事する人々の動機と現
在の経済活動に焦点を絞って調査を行って
いる。 
 2006 年度は、生活の質を重視する人々に対
するヒアリング調査と、環境団体へのアンケ

ート調査をおこなった。 
  福岡県赤村に Iターンで移住した若者は、
古い農家に住み、食べ物を作りながら、フェ
アトレードを実践する企業で働いている。彼
は、田舎で自給自足に近い暮らしをすること
で生活費を低減し、少ない給料でも十分に暮
らせることを示すという目的で、赤村に移住
した 
 東京にある環境と調和したライフスタイ
ル（スローライフ）の実践を重視するグルー
プが設立したカフェでは、同じような興味・
関心を持つ人々が集まっていた。参加者に対
する調査では、このようなライフスタイルに
関心を持つための条件は、学歴や職業など、
客観的に評価可能な属性は見いだせなかっ
た。逆に言うと、このような人々は、普通の
生活を送る中で、スローライフに出会い、実
践し始めたということである。 
 2007 年度には、環境団体を対象としてアン
ケートを分析し、報告書にとりまとめたほか、
メキシコのトセパン協同組合に対する現地
調査を行った。また、生活の質を重視するグ
ループに関する概念的な研究の鳥まともめ
も行った。 
 アンケートは、環境団体を通して会員を中
心に 700 通発送し、有効回答数は 259 通
（37％）であった。 
 設問は社会的つながりと幸福度を明らか
にすることを目的として、構成した。まず、
一般的な幸福度は、下図に示すように、100
点満点で評価しすると、81.6点であった。 
 幸福度と、他の設問との相関関係を分析し
た結果、まず、所得と幸福度の関係はほとん
どみられなかった。一方で、友人関係、特に
居住地域と関わりのない友人関係の多い人
ほど幸福度が高いという結果が得られてい
る。団体活動との関係でも、活動が活発なほ
ど、幸福度が高い傾向が観察された。これら
の結果は、「ほんとうはもっと参加したいの



だけれど、忙しすぎてできない」というのが、
幸福度を下げる要因になっているようにも
思われる。 
 また、情報の出所に関しては、企業よりも
NGO／NPO、行政の情報を信頼するが、企
業が主導する活動も、さけるわけではないこ
とも明らかにされた。 
 一方、NGO／NPO への加入件数は、調査
対象となった団体のみまたは２つ程度であ
る人と、７以上に加入する人に二極化した。
おそらく、後者が情報のハブとなり、各地で
の活動を支えているようである。 
 研究期間終了後になるが、今後はこの結果
の精査をおこない、政策提言へと結びつける
予定である。2008 年度は、これまでの研究結
果をとりまとめ、これまでインタビューをお
こなった対象者に結果を提示し、意見をいた
だいた。 
 メキシコ調査では、ダスグプタの提唱する、
持続可能性を評価するための生産基盤とい
う概念に照らして、活動を評価した。対象と
した組織が主なコミュニケーション手段に
現地語とスペイン語を中心としていること、
組織が発展途上で事務を担うスタッフが少
ないことなどの理由で、調査結果の評価は非
常に困難であった。特に、定量的なデータが
少なく、定性的な情報が中心となった。この
点は、今後も情報を補足につとめ、分析の充
実を図りたい。 
 調査結果からは、次の２点が明らかになっ
た。まず、対象であるグループが、持続可能
な森林経営を基礎として、農業（森林農法）
やエコツーリズムを展開することで、生態系
と調和した経済発展を目指していることで
ある。 
 次に、この取り組みは、経済発展や所得拡
大を動機としたものではなく、むしろ、地域
の生態系を保全することが動機であったこ
とである。 
 本グループは、下図に示すように、森林と
地域金融機関（マイクロファイナンス機関）
を中心として、人材育成と地域文化の保全を
戦略的に行い、農作物の生産・販売とエコツ
ーリズム、自家消費用食料の生産などを行っ
ている。主な産物であるコーヒーは、オーガ

ニック（有機栽培）認証とフェアトレード認
証を取得し、主に海外に販売している。なお、
フェアトレード認証は、生活の質を重視する
人々に強くアピールすることができる認証
である。 
 この調査結果は、持続可能な発展概念が、
現実にどのような手法で実現できるかを、実
証的に示すという意味で、重要な位置を占め
ている。本研究は定量的データが少ないため、
評価が困難であるかもしれないが、今後の定
量的な調査方針をたてるうえで、評価軸を設
定するための一つの指針となる可能性があ
る。 
 持続可能な経済作りを目指すグループが、
経済学的にどのような意義を持つのかとい
うテーマに関しては、ブータンの国王が提唱
する GNH（国民総幸福）という概念を端緒と
して研究を進めた。 
 一般的な経済学では、所有する富が大きけ
れば大きいほどよいとされるが、それは持続
可能性という観点からは、実現がほぼ不可能
である。また、発展の目的も、単純な富の拡
大ではなく、「これで十分」と考えるような
水準をもうけ、評価することも重要なことで
ある。 
 本研究は、国の富、あるいは幸福水準を定
量評価すべきであるのか、あるいはそもそも
評価可能であるのかという問題も含んでい
る。ある程度の発展を遂げた国の場合、人々
の幸福尺度は多様化することが知られてい
るため、政策としてどれかの指標を改善する
ことは困難であると考えられる。それでも多
くの取り組みで、幸福尺度の定量化が進めら
れているため、本研究では、「幸福尺度」で
はなく、「満足」を基準とすべきであること
を指摘した。 
 2008 年度は、古紙回収業における持ち去り
問題の研究をとりまとめることを主におこ
なった。前者は、持続可能な社会を最底辺で
支えるであろう、路上生活者などの、行政の
仕組みにのらない資源回収業者の動向を調
査し、現在すすめられている持ち去り規制で
は問題の解決にならないことを示した。 
 古紙回収業者に関する規制は、所有権明確
化タイプと禁止命令タイプに大別できる（次
ページ、表参照）。このうち、最高裁判決の
出た東京都世田谷区の禁止命令方式が今後
は主流になると考えられるが、資源価格が長
期的には上昇するとみられる中で、法で規制
しただけで問題が解決するわけではない。む
しろ、摘発をさけるため、持ち去り行為が悪
質化する可能性がある。 
 現実に路上に排出された資源物を持ち去
ることで収入を得ることができる人がいる
以上、その存在を前提とした制度設計が必要
である。また、持ち去り問題においては、個々
の事案の持ち去り額が非常に低いため、監視

Production base

Farm/
Forests

Community 
bank

Human 
resource 
developmen

Coffee/
Allspice Ecotourism

Daily foods 
and other 
goods

Culture/
Traditions

Provide goods and services



コストが摘発の便益を超えてしまう可能性
がある。 
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 本研究で提案した方法は、持ち去り業者が
資源物収集の限界費用が非常に低いことに
着目し、持ち去り業者がまず資源物を回収す
ることを提案した。そのうえで、残った資源
物の収集や啓発活動を、限界費用の高い行政
や行政が委託した業者が行うことで、より効
率的な資源収集システムが実現すると考え
られる。 
 これまでにおこなった調査結果からは、持
続可能と思われるライフスタイルを送って
いる人々も、日常的には環境問題を意識した
行動をとっているわけではないことが明ら
かにされた。むしろ、「自らの望む様に生活
する」ことが結果として環境保護につながっ
ている。この結果は、大量消費型の経済では
なくても、幸福な社会を構築することが可能
であることを示しているように思われる。今
後は、この点についてさらに分析をすすめて
いく予定である。 
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